
 

 

ははじじめめにに  

前回の連載第４回では、外国人材と企業の

ミスマッチを解消するための入社後の活躍に

向けたポイントと組織開発について述べた。

第５回では、近年急成長しているインドのＩ

Ｔ人材の日本での採用と活躍について述べる。 

  

理理系系人人材材がが豊豊富富ななイインンドド  

インドの高等教育機関 1 は、インド教育省

の調査（2021－2022）によると、合計 1,168

校ある。内訳では国立大学（53校：ネルー大

学、デリー大学など）、国立重要研究拠点

（153校：インド工科大学（ＩＩＴ）、ＩＩМ

など）、州立大学（423校：バンガロール大学

など）、政府認証大学（33 校ＩＩＳｃ、ＩＩ

 
1日本の分類とは対応しない。 
2 Ministry of Education, “All India 

Survey on Higher Education 2021-

2022”.  

ＩＴ—Ｂなど。私立を含めて全 114 校）、私立

大学（391 校）、その他となる 2。 

同調査によると、インドの大学生数は、学

部生（3,413 万人、うち理工系学部生は全体

の 25.1％の 857 万人）、大学院学生（543 万

人、うち理工系修士は 31.6％の 172万人）と

なっており、大学生と大学院生をあわせて約

4,000 万人の学生がおり、うち理工系学生が

約４分の１を占めている。インドは工学部や

医学部に進学することが奨励される社会で、

理工系に進学する女子学生の比率も日本より

高い 3。 

 

イインンドドののＩＩＴＴ人人材材のの日日本本へへのの就就職職のの関関心心  

インドのＩＴ人材の日本での就職について

3 ジェトロ・ベンガルール事務所資料

（2024 年 2月）。原典：Ministry of 

Education, “All India Survey on 

Higher Education 2021-2022”.  
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○ インドのＩＴ人材が日本で働きたい理由として、１）給与面、２）キャリア面、３）

日本独自の魅力の 3 点が挙げられる。 

○ しかし、インドのＩＴ人材の採用・定着には、１）就職先としての日本はまだインド

国内や欧米の英語圏に次ぐ位置づけであること、２）日本語力のミスマッチ、３）キ

ャリアパスの感覚や働き方が合わないこと、４）日本や日本企業に対する認知度がイ

ンド人の間で低いことの４点の課題がある。 

○ 課題解決に向けて、４点提案したい。１）トップクラスの大学のみならず、幅広い大

学を対象に採用ＰＲを行うこと、２）社内言語の選択を含めた社内コミュニケーショ

ン方法とサポートを検討すること、３）キャリアパスの明示や柔軟な働き方の提示を

行い、かつ企業文化の浸透に取り組むこと、４）日本語が学べる環境整備へのサポー

トを行うことである。 

連 載
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の関心や可能性についてはどうか。インドの

ＩＴ人材が日本で働きたい理由として、給与

面、キャリア面、日本独自の魅力の３点が挙

げられる。 

１つ目の理由は、給与面である。インドに

は豊富なＩＴ人材がいるが、技術レベルや給

与はかなり上下の幅がある。インド工科大学

（ＩＩＴ）などトップ校の新卒学生はＧＡＦ

Ａなどグローバル企業に就職する人も多く、

その場合年収 1,000 万円以上になることもあ

る。しかし、それは一部の人材で、通常は新

卒のＩＴエンジニアであれば、現地では年収

80～100 万円、中途でも 200 万円程度である 。 

経済産業省が 2016 年に発表した「ＩＴ人

材に関する各国比較調査結果報告書」による

と、ＩＴエンジニアの平均年収は米国の

1,158 万円に次いで、日本の 598 万円が２位、

インドの 533 万円は３位となっている。しか

し年収分布をみると、日本のＩＴ人材の平均

年収は 500 万円前後に集中しているのに対し

て、インドでは 300 万円以下が最も多くなっ

ている。また、インドでは、300 万円以下か

ら 3,500 万円以上まで非常に広く分布してい

る。実際、日本の中央値をみると 535 万円と

平均年収とそれほど格差がないが、インドの

中央値は 152 万円と平均年収よりもかなり低

く、高収入者が平均年収を押し上げており、

人材や地域によって給与格差が大きいことが

わかる。 

実際に、ベンガルールでの、日本への進出

支援会社等へのヒアリング調査では、インド

からＩＴエンジニアを採用したある日本企業

が、インドで募集を出した際に 300 人程度の

応募があったことが明らかになった。 

２つ目は、キャリア面である。これについ

ては、自身のスキルアップと国内の若年層の

就職市場激化がある。若い時期に日本企業で

技術を学び経験を積んでスキルアップしたい

と考えている人材が多い。実際に、日本の国

立大学の理系大学院で、ビッグデータやＡＩ

関連の技術を学んでいたインド人留学生は、

「まずは日本に強みのある製造業で３年から

５年程度経験を積んで、その後はＩＴサービ

ス関連の企業で働き、ＩＴを活用した製造と

サービスの両面を理解する人材になりたい」

と述べていた。インドはＩＴサービスやソフ

トウェア技術は非常に優れているが、それを

ハードウェアとどう関連づけるかという点に

ついては、日本で経験したいという需要があ

る。 

また、インド国内で新卒学生が就職するに

は非常に激しい競争があり、ＩＴ人材であっ

ても一部のトップ層の学生以外は希望の給与

やポジションを得ることが難しい状況もある。

国際労働機関（ＩＬＯ）の 2024 年５月の若

年失業率の統計によると、インドの若年失業

者（15～24 歳）の割合は 15.4％とアジア太

平洋地域の平均（13.9％）よりも高いが、同

時期の日本の若年失業率は４％に過ぎない。 

３つ目は、日本独自の魅力である。本連載

の第１回でも述べたが、日本文化、日本の考

え方への関心があり、日本に住んでみたいイ

ンド人が一定数存在すると考えられる。グロ

ーバルマーケティング事業を展開するアウン

コンサルティング株式会社が実施した「第 12

回アウンコンサルティング親日度調査」では、

世界 14 の国・地域における日本への好感度、

訪日意欲などについて調査している。日本へ

の好感度について「大好き」「好き」の合計

値が高かった順に、同率１位（100％）がイ

ンドネシア・フィリピンで、３位インド

（99.1％）となった。日本について「大好き」

「好き」と回答したインド人の理由の上位３

位は、「商品の質が高い（19.19％）」、「治安

が良い（16.35％）」、「歴史/文化（16.11％）」

である (複数回答) 。 
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イインンドドののＩＩＴＴ人人材材のの採採用用・・定定着着にに関関すするる課課題題 

上記から、インドの給与水準についてはト

ップＩＴ人材と通常のＩＴ人材、また地域間

でかなりばらつきがあり、トップ人材にこだ

わらなければ日本の給与水準に一定の競争力

があることがわかった。また、インドのＩＴ

人材のうち、日本での就職に関心を持つ人材

は一定数存在することが明らかになった。 

一方で、インドのＩＴ人材の採用・定着に

向けた課題として、以下の４点が挙げられる。 

１つ目は、就職先としての日本はまだイン

ド国内や欧米の英語圏に次ぐ位置づけである

ということだ。国外だと英語圏での就職希望

者が多い。例えば米国には印僑（インドから

の海外移住者）も多く、グローバル企業やス

タートアップのＣＥＯ、役員、医師、弁護士、

大学教授など高い地位にあるインド人が幅広

い職種にいる。このため、人的コネクション

があり就職の情報も得やすい。日本に住むイ

ンド人はまだ数が少なく、企業トップにいる

インド人も少ないため関連情報が入手しづら

い。そのため、潜在的に日本で働きたい層は

いるが、彼らに必要な情報が届いていない。

トップ層のＩＴ人材については、一部の大手

企業やベンチャー企業など待遇面、職場環境

などで先進的な取り組みをしている企業を除

き、一般的な企業には給与面を含めて採用の

ハードルが高い。 

２つ目は、日本語力のミスマッチである。

インドのＩＴ人材には高い日本語能力を持つ

人は少ないが、日本企業は日本語能力試験の

１～２級程度の高度な日本語力を求めること

が多いため、ミスマッチが起こりやすい。現

地でのヒアリング調査を通じて、インドのＩ

Ｔ人材で日本語が話せる人は、４～５級保有

者が多く、３級以上は少ない現状が明らかに

なった。 

３つ目は、キャリアパスの感覚や働き方が

合わないことだ。最初から日本永住を考える

インドのＩＴ人材は少なく、一定期間働いて

帰国する考えの人も多いが、日本企業側は長

期間働いてもらう想定のため、ミスマッチが

起こりやすい。また、リモートワークを含め

柔軟な働き方を求めるＩＴ人材も多い。 

４つ目は、日本や日本企業に対する認知度

がインド人の間で低いことである。日本語学

習の普及や、日本企業や日本で働くことへの

理解を深めてもらう広報・ＰＲ的な取り組み

が重要だ。 

 

イインンドドののＩＩＴＴ人人材材のの採採用用・・活活躍躍にに向向けけたた提提案案  

これらの課題解決に向けて以下４点を提案

する。１点目は、トップクラスの大学のみな

らず、幅広い大学を対象に採用ＰＲを行うこ

とだ。地域も大都市だけではなく、地方都市

に目を向けることである。これにより、給与

面においてインドで働くよりも有利になるた

め、また自身のスキル向上につながるため、

日本での就職を望む人材を、企業が確保でき

る可能性が高まる。例えば、若手のインド人

ＩＴ人材なら、日本という海外での勤務経験、

インドの若年層労働市場の激化、自身の技術

レベルや経験値の向上などの観点から、日本

で一定期間働くという選択肢があり得る。そ

のためには、企業とインドの大学の就職課と

の緊密な連携も重要である。日本と異なり、

インドでは大学の就職課が新卒学生の採用面

接会を開催し、企業のレベル分けや面接枠の

確定まで行うことが多い。さらに、企業対応

や学生の公募など日本の大学と比較してかな

り幅広い役割を担っている。 

２点目は、日本語のミスマッチの課題に対

して、社内言語の選択を含めた社内コミュニ

ケーション方法とサポートを検討することで

ある。日本で勤務する場合、開発は英語で業

務のやり取りができるが、ソフトウェアが組
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み込まれるエンドユーザー側のニーズを把握

するには日本語が必要になる。そのため、日

本側に日本語と英語が話せて日本企業のカル

チャーがわかるブリッジ社員がある程度必要

である。こうした点に対応するには、社内言

語を含めたコミュニケーションも検討する必

要がある。例えば、社内における英語の公用

語化が 1 つの選択肢である。しかし、これに

は経営者の強いリーダーシップが必要になる。

完全な公用語化はせずに、社内会議の議題や

参加者に応じて必要な言語を選択し、日英ミ

ックスで柔軟に対応する方法もある。 

３点目は、キャリアパスの明示や柔軟な働

き方の提示を行い、かつ企業文化の浸透に取

り組むことである。企業文化浸透のための研

修の継続的な実施、国内外からのリモートワ

ークの取り入れを行っている企業もある。 

４点目は、日本語が学べる環境整備へのサポ

ートを行うことである。例えば、日本語学習

を通じて日本への関心を深めてもらうため、

インド国内の大学における日本語学科の設立

の補助を行うことなどが考えられる。国際交

流基金が実施した「2021年度海外日本語教育

機関調査」によると、インドの日本語学習者

数はマレーシアに次ぐ世界 11位の３万 6,015

人（前回調査比 5.5％減）、日本語教育機関数

は 323（前回調査比 6.3％増）となっており、

日本語学習に関心を持つ人が一定数存在する。  

  

おおわわりりにに  

連載第２回で述べたように、高度外国人材

を活用する際の課題は、企業の採用時と入社

後に分けられる。こうした外国人材と企業の

ミスマッチの課題を解決するために、連載第

３回から４回にかけて採用時と入社後のポイ

ントを示した。これらの点をふまえて、第５

回では、インドのＩＴ人材の採用と活躍につ

いての現状と課題および解決策を述べた。本

稿で述べた点については、ＩＴ人材に限らず

インドの高度外国人材にも当てはまる点が多

く、今後の採用やさらなる活躍に向けて参考

にしていただきたい。 

 
注）本稿は、九門大士（2025）「インドのＩＴ 人材の日
本採用と定着の課題 ―インド・ベンガルールを事例に
―」『亜細亜大学アジア研究所アジア研究シリーズ 116』
pp.3-12 を再構成したものである。 
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